
公募説明会

コロナ禍の住宅困窮者支援事業
〜持続可能な支援付住宅提供システムの創造〜

休眠預金等活用法に基づく
新型コロナウィルス対応緊急支援助成事業
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2021年5月19日（水）・21日（金）



本日のスケジュール

１．ご挨拶（5分）

２．公募内容の説明（25分）PO・鎌田淳、松本海南
(1)応募要項について (2)助成対象 (3)実行団体の要件 (4)実施体制 (5)成果目標

(6) 支援の内容 (7)応募手続き (8)応募書類 (9)選考プロセス (10)選考基準

(11) 事業評価 (12) 全体スケジュール

３．質疑応答（30分）

2

全体進行：PO・松本海南



本事業の背景と目的・概要

【背景】
コロナ禍での住居喪失の問題の深刻化
・2020年9月の住居確保給付金申請数：10万件以上
・2020年9月末予測では、今後生活保護申請が約20万人、このうちおよそ２万人が転居指導の対象となる
→特に単身者・高齢者・障がい者等の課題を抱えている方々の受け皿の住居がほとんどない現状 等…
・その結果これまでも住宅確保が難しかった高齢単身者の住まいの確保がさらに難しくなるといった構造

【目的】
こうした社会背景と課題、構造を踏まえ、本事業では、住宅物件の取得・建設（リフォームを含む）を行うための資金を助成し、民間ベースの良
質な「断らない住宅」の受け皿をつくり、「住宅支援」と「就労含む自立支援」のフルセットで提供する支援システムの構築を支援します。

【概要】
コロナ禍で失業等により住まいを失った方に住宅を提供し生活再建に向けた支援を行うNPO法人等の団体を対象に、住宅の取得・建設（リ
フォームを含む）を行うための資金を助成し、生活支援付きの住まいの確保を目指します。
助成期間：2021年9月（契約締結日以降）〜2022年2月末まで。
資金的支援：1件当たり5,000万円〜１億円、７件程度採択。
非資金的支援：「ホームレス支援全国ネットワーク 」の専門家による運営・事業のアドバイス。職場募金システムを構築し、民間資金を喚起し、
継続的支援を可能にする。



1. 応募要項について

本助成プログラムは、休眠預金等
活用法に基づく資金分配団体と
して、当財団が実施するものです。

応募要項は、当財団の実施事業
に特化した内容を掲載している
「応募要項①」と、休眠預金制度
の助成全般に係る規定や注意事
項等を記載した「応募要項②」に
分かれております。

応募の際には、必ず応募要項①
②ともに内容をご確認ください。
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パブリック
リソース財団



2. 助成対象

▪ 助成対象団体：7団体
▪ 助成対象地域：日本全国



3. 実行団体の要件

（1）以下の事業実績に該当すること

生活再建に向けた支援活動の実績が3年以上ある団体で、コロナ禍で失業等により住まいを失った方に

住宅を提供している団体

（２）次にあげる法人格を持つ非営利組織の団体（NPO法人、社会福祉法人、社団・財団法人など）

（３）本事業を担当する有給職員が1名以上いること

（４）取得や建設（リフォームを含む）する住宅や土地について、具体的な想定プランが既にあること

（５）行政の制度上の大きな変化等ない限り、本事業を20年以上継続すること



【施設設備上の留意事項】

住宅の新築・改修工事にあたっては、関連法令（建築基準法、消防法、社会福祉法、生活保護法等）、及
び整備地域の条例に基づき、実行団体が自ら関連機関等に確認の上、実行団体自身が責任をもって遵守し
てください。またこれら関連法令等に基づき必要となる申請手続き、関連法令等に求められる設備の設置等につ
いては、実行団体の責任において実施してください。

本助成事業としての採択通知は、関連法令に基づく許認可等ではありませんので、ご注意ください。

なお、これらの申請手続きや設備設置に係る費用については、助成対象経費とすることができます。

【申請対象外となるケースについて】

• 同一の事業テーマで、同時期に複数の資金分配団体に申請することはできません。

※事業テーマが異なっていれば、2019年度採択の実行団体でも申請可能です

• 今回申請する事業費について、国や地方公共団体から補助金又は貸付金(ふるさと納税を財源とする資金
提供を含む)を受けている場合は、助成対象外となります。

• 実行団体の要件に関しては、「実行団体公募要領②P2、3」もご覧ください。



4. 実施体制
本事業では、原則（1）のパターンを実行団体として想定しています。

（1）住居施設を自ら所有し、生活再建支援事業等を行う団体

ただし、建物を20年超の長期間賃貸契約して確保するケースもあり得ると考

え、下の赤字の条件に合致した場合、こういったケースでも申請可能です。

（2）住所施設は長期間賃貸で確保し、生活再建支援事業等を行う団体

※長期間賃貸契約する場合、20年間以上の定期建物賃貸契約をかわし、
家賃を全額（一部充当は対象外）、本助成金でカバーでき、かつ、事業終
了の2022年2月末までに一括で支払い可能であること。



5. 成果目標

1年間の事業終了時
「住まい」と「自立支援」を提供する支援付き住宅を、全国7か所程度においてトータ
ルで200室程度、入居率50％程度で供給開始することを目標とします。

中長期（1年後）

全国7か所程度において、一実行団体あたり30室程度の支援付き住宅を提供する
事業が継続的に展開されており、合計で約200人の住宅困窮者に住まいを提供する
ことができている状態を目標とします。



6. 支援の内容 ①助成額と助成期間、支払時期

助成額 助成期間／支払い時期

住宅施設の購入・回収・建替えに要する費用に対して、

1団体あたり、5,000万円〜1億円

【助成期間】
2021年9月（契約締結日以降）〜2022年2月末まで

【支払い時期】
原則として、半年ごとに前払いで支払い、事業終了後に清算
して助成額を確定します。



資金助成

住宅取得のための住居施設の購入・長期間賃借・改修・建替えに要する費用

【購入・長期間賃借する場合の一例】
・既存物件の全棟購入・長期間賃借（土地付きも可）
・既存物件の飛び地購入・長期間賃借
（例）Aマンション2室、Bマンション3室、Cマンション5室の合計で10室

【改修・改築する場合の一例】
・既存物件の別室・共有部分の改修
・既存物件をシェアハウスとして活用するための改修

非資金的支援

※助成金額に含みません

①専門家アドバイザーによる事業推進のための支援

②賛同企業の職場募金からの寄付による支援

③事業評価支援

助成金の対象となる事業費は、住宅を取得（20年超の長期間賃借契約で確保含む）するための施設整備費を中
心とします。その他、事業実施に必要な経費（直接事業費）として認められるものが対象となります。

なお、事業費の費目は、実行団体が通常使用している勘定科目を使って申請してください。

6. 支援の内容 ②資金・非資金的支援
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6. 支援の内容 ③経費について

A)管理的経費については、本事業では助成対象外とします。
→ 直接的事業費のみ助成対象

B)人件費を計上する場合は、人件費水準の公表が必要です。

C)現在の経済環境や実行団体における事業実施期間が短期間であることを
踏まえて、自己資金の確保は必要ありません。



7. 応募手続き

応募期間：2021年4月30日（金）〜6月30日（水）
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6月30日（水）17:00までに送信6月30日（水）必着

郵 送
6月30日（水）必着

データ送信
6月30日（水）17:00までに送信

⚫ 書面にて応募書類一式を郵送ください。

⚫ 配達記録が残る郵便または宅配便にて送付くだ

さい。

⚫ 以下の応募書類は下記のメールアドレス宛に電
子データを送付ください。

(様式１-1) 応募用紙
(様式1-2) 実施スケジュール
(様式2) 収支計画書
(様式3) 資金計画書
（様式6）役員名簿
【電子データ送付宛先メールアドレス】
kyumin.corona-kinkyu.jutaku@public.or.jp

（注意）データはPDF化等はせず、元のWord、
Excelの様式のまま送信してください

mailto:kyumin.corona-kinkyu.jutaku@public.or.jp


①指定書式

(様式1-1) 応募用紙（団体概要・事業計画等） (様式5) 規定類確認書

(様式1-2) 実施スケジュール (様式6) 役員名簿

(様式2) 収支計画書 (様式7) 申請書類チェックリスト

(様式3) 資金計画書

(様式4) 助成申請書

※別紙1「欠格事由に関する誓約書」、別紙2「業務に関する確
認書」、別紙3「情報公開同意書」、別紙4「申請に関する誓約
書」を含む

8. 応募書類 ①指定書式
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：郵送に加え、データ送信が必要な書類



②団体情報書類 ③決算報告書類 ※すべて直近3年分

●定款 ●貸借対照表

●登記事項証明書（発行日から3か月以内の現
在事項全部証明書の写し）

●損益計算書（活動計算書、正味財産増減計
算書、収支計算書等）

●事業報告書(直近3年分) ●監事及び会計監査人による監査報告書

8. 応募書類 ②団体情報書類
③決算報告書類
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8. 応募書類 ④整備する住宅に関する書類
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必須書類① ●基本設計図
✓ 周辺関係図（縮尺は自由）当該物件の敷地周り関係（外構、接道状況や隣接の建築物等の状況がわかるもの）
✓ 平面図（縮尺は1/50あるいは1/100）
・内法寸法（天井高含む）記載
・建具状図含む（想定しているベッド、建具を記載）

✓ 展開図（縮尺は1/50、1/100）
・標準箇所、その他

✓ 防災・避難計画図（縮尺は自由）
・二方向避難経路（隣接敷地との関係等の明示等）、消防法の充足
※改築・改修の場合には「避難施設等に関する工事」の工事完了後の完了検査も添付

●基本設計及び現況の説明書 ※規定様式を使用
✓ 購入・改築・改修の場合・・・別紙1「現況説明」、別紙2「基本設計の内容」

●見積書 (費目別に算定したもの) ※基本設計に基づく概算で構いません

必須書類② ●現況図面
✓ 平面図（縮尺1/100）
✓ 展開図（縮尺1/100）

※既存の整備対象施設について、お手元にあれば以下の書類もご提出く
ださい
●確認済証
●検査済証
●設計図書
●消防法適合通知書
●インスペクション（建物状況調査）の報告書 ※過去数年以内のもの

●建物の写真
✓ 外観・内観（外壁、屋根、基礎、土台がわかるもの）

●登記事項証明書

任意書類 ●実施設計図



• ご提出いただく規定類(自団体で持っている規程や指針等)および含むべき項
目は、応募要項②「別添1」に示されている表にてご確認ください。

•規定類作成の際には、以下のURLより、当財団、または、JANPIAの規定類
をご参照ください。

http://www.public.or.jp/PRF/aboutus/info.html

（パブリックリソース財団）

https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html 
（JANPIA）

8. 応募書類 ④規定関係書類
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http://www.public.or.jp/PRF/aboutus/info.html
https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html


助成開始時に（または助成開始後速やかに）整備
が必要な書類

助成期間中に整備し、事業終了時までに提出でも
可能な書類

●社員総会・評議員会の運営に関する規程
●理事会の運営に関する規程
（理事会が設置されていない場合を除く）
●役員及び評議員の報酬等に関する規程
●職員の給与等に関する規程
●理事の職務権限に関する規程
●倫理に関する規程
●利益相反防止に関する規程
●コンプライアンスに関する規程
●内部通報者の保護に関する規定
●経理に関する規程

●情報公開に関する規程
●文書管理に関する規程
●リスク管理に関する規程
●監事の監査に関する規程
●組織（事務局）に関する規程

8. 応募書類 ④規定関係書類
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9. 選考プロセス

書類審査
審査会議

による審査

採択団体

内定
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事務局による面談・
聴取を実施します。

全応募団体に書面
にて選考結果を通
知します。

第三者の専門家による審査会を設置し、審査（書類審査）を行います。
なお、審査の過程において、専門家による現地調査を予定しています。

7月下旬〜8月中旬7月上旬〜7月中旬

※スケジュールは現時点のものであり、変更される場合があります。

専門家による現地
調査を含みます。



10. 選考基準

項目 内容 ※応募要項①P7「10.選考基準」参照

①実行団体としての適格性
⚫ 「住まいの提供」や「生活支援」の実績は、ニーズに基
づく十分な質を保った内容であるか

⚫ 組織の信頼性

②本事業の目的に沿っているか

⚫ ニーズに合致した自立支援が計画されているか
⚫ 自立支援のあり方に見合った、ニーズに応える居住空
間が保たれた建設計画になっているか

⚫ 地域住民やコミュニティとの関わりをつくり出す工夫

③計画の妥当性・実現可能性

⚫ 施設整備計画が、関係法令や条例に基づく基準を満
たしているか

⚫ 計画の妥当性と実現可能性
⚫ 事業終了後の自立的かつ継続的な運営見込み



11. 事業評価 ①概要

休眠預金事業では、国民の資産を活用しているという性質上、成果を適切に評価し、
可視化することが求められます。実行団体として採択されましたら、「新型コロナウィルス
対応緊急支援助成 評価の実施について」に基づき、事業評価を行っていただきます。

本緊急支援助成における評価は、原則、「事前評価」「事後評価」の２つの段階で実
施しま す。
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出典：「資金分配団体・実行団体に向けての評価指針」（JANPIA）



11. 事業評価 ②事前評価、事後評価

22出典：「資金分配団体・実行団体に向けての評価指針」（JANPIA）

評価は実行団体が主体となり実施しますが、当財団も非資金的支援として、事前・事
後評価の支援を行います。
詳細は助成団体決定後に、採択団体と個別に調整し、決定します。

評価構成要素 内容 活動 書類

事前評価

課題の分析
（ニーズの分析）

深刻化した社会課題や、対象者のニーズについて把握し、
事業の必要性を説明、検証します。

• 申請書作成

• 資金提供契約に伴う事業計画の見直し
• 実行団体採択後の事業計画見直し

申請事業計画書

事業計画書
事業設計の分析
（セオリーの分
析）

活動からアウトプット、アウトカムまでの論理的なつながり
（事業設計）を説明、検証します。

進捗確認

主に実施状況の分
析
（プロセスの分
析）

資源（ヒト、モノ、カネ、情報）の投入状況や、事業の実
施が計画どおりに行われているか、課題・ニーズの変化等を
把握し、状況に応じた柔軟な対応ができているか等を把握
します。

• 月次進捗（ミーティング等）
• 中間時の進捗報告

ー
進捗報告書

事後評価
主にアウトカムの分
析

事業実施により、受益者にどのような便益や変化をもたらす
ことができたか（アウトカム）、課題、事業設計、実施状況
を含めて報告します。
緊急助成という事業目的・特性を鑑み、実施状況（アウト
プット）を中心に見ることで、代替とすることができます。この
場合であっても、受益者への変化は把握することを推奨しま
す。

・事業完了報告書作成 事業完了報告書



12. 助成金交付までのスケジュール

23

内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月

公募

書類審査

審査会

団体への結果通知

事務局と実行団体との各種計画・
契約内容の調整

資金提供契約締結・助成金交付

2021年

※スケジュールは現時点のものであり、変更される場合があります。



ありがとうございました。
ご応募をお待ちしています。
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